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法 務 省民商 第 1 4 号

令 和 3 年 1 月 2 9 日

法 務 省 民 事局長

（公 印 省 略）

会社法の一 部を改正する法律等の施行に伴う商業・法人登記事務の取扱

いについて（通達）

会社法の一 部を改正する法律（令和元年法律第 7 0 号。 以下 「改正法」 とい

う。）及び会社法の一 部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律（令和元年法律第 7 1 号。 以下 「 整備法」 という。）並びに会社法施行

規則等の一 部を改正する省令（令和 2 年法務省令第 5 2 号）及び商業登記規則

等の一 部を改正する省令（令和 3 年法務省令第 2 号。以下 「 改正省令」という。）

の一 部が本年 3 月 1 日から施行されますので， これに伴う商業·法人登記事務

の取扱いについては， 下記の点に留意するよう， 貴管下登記官に周知方お取り

計らい願います。

なお， 本通知中， 「法」とあるのは改正法による改正後の会社法（平成 1 7

年法律第 8 6 号）を， 「商登法」 とあるのは整備法による改正後の商業登記法

（昭和 3 8 年法律第 1 2 5 号）を， 「会社規」とあるのは会社法施行規則等の一

部を改正する省令による改正後の会社法施行規則（平成 1 8 年法務省令第 1 2 

号）を， 「計算規」とあるのは同省令による改正後の会社計算規則（平成 1 8 年

法務省令第 1 3 号）を， 「 商登規」 とあるのは改正省令による改正後の商業登

記規則（昭和 3 9 年法務省令第 2 3 号）を， 「保険業法」とあるのは整備法によ

る改正後の保険業法（平成 7 年法律第 1 0 5 号）をいい， 特に改正前の条文を

引用するときは， 「 旧」の文字を冠するものとします。

記

第1 取締役の報酬等である株式及び新株予約権に関する特則
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1 上場会社の取締役の報酬等である株式に関する特則

(1)概要

金融商品取引法（昭和23年法律第2 5号） 第2条第1 6項に規定す

る金融商品取引所に上場されている株式を発行している株式会社（以下

「上場会社」という。） が取締役又は執行役（以下第1において「取締

役等」という。） の報酬等として当該株式会社の株式の発行又は自己株

式の処分をするときは， 募集株式と引換えにする金銭の払込み又は現物

出資財産の給付を要しないこととされた（法第2 0 2条の2第1項前段，

第3項）。

(2)取締役等の報酬等である募集株式の発行の手続

ア 定款の定め， 株主総会の決議又は報酬委員会の決定

株式会社の募集株式を取締役等の報酬等として発行しようとする場

合には， 定款の定め， 株主総会の決議又は指名委員会等設置会社にあ

っては報酬委員会の決定により， 次の事項を定めなければならないと

された （法第 3 6 1 条第 1 項第 3 号， 第 4 0 9 条第 3 項第 3 号， 会社

規第 9 8 条の 2, 第 1 1 1 条）。

（ア） 募集株式の数（種類株式発行会社にあっては， 募集株式の種類及

び種類ごとの数）の上限（報酬委員会の決定による場合にあっては，

当該募集株式の数）

（イ） 一定の事由が生ずるまで募集株式を他人に譲り渡さないことを取

締役等に約させるときは， その旨及び当該一定の事由の概要（報酬

委員会の決定による場合にあっては， 一定の事由）

（り） 一定の事由が生じた ことを条件として募集株式を株式会社に無償

で譲り渡すことを取締役等に約させるときは， その旨及び当該一定

の事由の概要（報酬委員会の決定による場合にあっては， 一定の事

由）

（エ）（イ）， （り）のほか， 取締役等に対して募集株式を割り当てる条件を

定めるときは， その条件の概要（報酬委員会の決定による場合にあ

っては， その条件）

イ 募集事項

アの定めに従い， 上場会社が募集株式を発行するときは， 法第1 9

9 条第 1 項第 2 号及び第 4 号に掲げる事項（募集株式の払込金額又は
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その算定方法及び募集株式と引換えにする金銭の払込み等の期日又は

期間）を定めることを要しないとされた（法第2 0 2条の2第1項前

段， 第 3 項）。 この場合には， 法第 1 9 9 条第 1 項第 1 号， 第 3 号及

び第5号に掲げる事項に加えて， 次の事項を定めなければならないと

された（法第2 0 2条の2第1項後段）。

（ア）取締役等の報酬等として募集株式の発行又は自己株式の処分をす

るものであり， 募集株式と引換えにする金銭の払込み又は現物出資

財産の給付を要しない旨

（イ） 募集株式を割り当てる日（以下「割当日」という。）

ウ 募集事項の決定

募集事項の決定は， 取締役会の決議による（法第 2 0 1 条第 1 項，

第2 0 2条の2第2項， 第1 9 9条第2項）。

なお， 募集株式の払込金額又はその算定方法を定めることを要しな

いため， 払込金額が特に有利な金額である場合における株主総会の特

別決議（法第 2 0 1 条第 1 項， 第 1 9 9 条第 2 項， 第 3 項， 第 3 0 9

条第2項第5号）を要しない。

工 募集株式の申込み及び割当て

イの定めがある場合において， アの定めに係る取締役等（取締役等

であった者を含む。）以外の者は， 募集株式の申込みをし， 又は総数

引受契約を締結することができないとされた（法第2 0 5条第3項，

第5項）。

募集株式が譲渡制限株式である場合には， 募集株式の割当ての決定

又は総数の引受けを行う契約の承認は， 定款に別段の定めがある場合

を除き， 取締役会の決議による（法第2 0 4条第2項， 第2 0 5条第

2項）。

オ 株主となる時期

募集株式の引受人は， 割当日に株主になるとされた（法第2 0 9条

第4項）。

カ 資本金の額の増加

募集株式の発行による資本金の額の増加については， 取締役等が募

集株式を対価とする役務を提供する時期に応じて， 次のとおりとされ

た（法第44 5条第6項）。
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（ア）事前交付型（株式割当後に役務を提供する場合）

取締役等が株式会社に対し割当日後にその職務の執行として募集

株式を対価とする役務を提供するときは， 各事業年度の末日（臨時

計算書類を作成しようとし， 又は作成した場合にあっては臨時決算

日。 以下「株主資本変動日」という。）において増加する資本金の

額は， aの額からbの額を減じて得た額に株式発行割合（当該募集

に際して発行する株式の数を当該募集に際して発行する株式の数及

び処分する自己株式の数の合計数で除して得た割合をいう。 以下同

じ。）を乗じて得た額（零未満である場合にあっては， 零。 以下「資

本金等増加限度額」という。）とされたところ， その2分の1を超

えない額は， 資本金として計上せず， 資本準備金とすることができ

るとされた（計算規第 4 2 条の 2 第 1 項から第 3 項まで）。

a (a)の額から(b)の額を減じて得た額

(a) 取締役等が当該株主資本変動日までにその職務の執行として

株式会社に提供した募集株式を対価とする役務の公正な評価額

(b)取締役等が当該株主資本変動日の直前の株主資本変動日まで

にその職務の執行として株式会社に提供した募集株式を対価と

する役務の公正な評価額

b 募集株式の交付に係る費用の額のうち， 株式会社が資本金等増

加限度額から減ずるべき額と定めた額

（イ）事後交付型（株式割当前に役務を提供する場合）

取締役等が株式会社に対し割当日前にその職務の執行として募集

株式を対価とする役務を提供するときは， 割当日において増加する

資本金の額は， aの額からbの額を減じて得た額に株式発行割合を

乗じて得た額（零未満である場合にあっては， 零。 以下「資本金等

増加限度額」という。）とされたところ， その2分の1を超えない

額は， 資本金として計上せず， 資本準備金とすることができるとさ

れた（計算規第 4 2 条の 3 第 1 項から第 3 項まで）。

a 割当日における取締役等がその職務の執行として提供した役務

の公正な評価額の帳簿価額（減少すべき株式引受権の額。 計算規

第5 4条の2第2項）

b 募集株式の交付に係る費用の額のうち， 株式会社が資本金等増
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加限度額から減ずるべき額と定めた額

(3) 取締役等の報酬等である募集株式の発行による変更の登記の手続

ア 登記の期間

募集株式の発行により発行済み株式の総数並びにその種類及び種類

ごとの数並びに事後交付型における資本金の額（増加する場合に限

る。）に変更があったときは， 割当日から2週間以内に， 本店の所在

地において変更の登記をしなければならない（法第 9 1 5 条第 1 項）。

なお， 事前交付型の場合であって， 資本金の額が増加する場合にお

ける資本金の額の増加については，株主資本変動日から2週間以内に，

本店の所在地において変更の登記をしなければならない。

イ 登記すべき事項

登記すべき事項は， 発行済み株式の総数並びにその種類及び種類ご

との数， 資本金の額（資本金の額が増加する場合に限る。）並びに変

更年月日である。

なお， 法第 1 9 9 条第 1 項第 2 号及び第 4 号に掲げる事項を定める

ことを要しない募集株式の発行は， 上場会社でなければすることがで

きないところ， 上場会社であることについては， 登記記録等から非公

開会社でないことを確認することをもって足りる。

ウ 添付書面

登記の申請書には， 次の書面を添付しなければならない。

（ア）（2）アの定めに係る定款又は定款に当該定めがない場合には株主

総会の議事録 及び主要な株主の氏名又は名称， 住所及び議決権数等

を証する書面（以下「株主リスト」という。）若しくは報酬委員会

の決定を証する書面（商登法第 4 6 条， 商登規第 6 1 条第 1 項， 第

3項）

（イ）募集事項の決定に係る取締役会の議事録（商登法第 4 6 条第 2 項）

（ウ）募集株式の引受けの申込み又は総数の引受けを行う契約を証する

書面（商登法第 5 6 条第 1 号）

（エ）募集株式が譲渡制限株式であるときは， 割当ての決定又は総数の

引受けを行う契約の承認に係る取締役会の議事録 （商登法第 4 6 条

第2項）

（オ）資本金の額が増加する場合には， 資本金の額が法及び計算規の規
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定に従って計上されたことを証する書面（商登規第61条第9項）

工 登録免許税

上記 (2) による変更の登記の登録免許税は， 資本金の額の増加を伴

わない場合には， 申請1件につき3万円である （登録免許税法別表第

ー第24号（1)ツ）。

資本金の額の増加を伴う場合には， その増加した資本金の額の1000

分の7 （これによって計算した税額が3万円に満たないときは， 申請

件数1件につき3万円） であ り （登録免許税法別表第 一 第24号 (1)

二）， 発行済株式の総数の変更の登記については， 資本金の額の変更

の登記と同時に申請される限り， 別途登録免許税を納付する必要はな

し‘
゜

2 上場会社の取締役等の報酬等である新株予約権に関する特則

(1) 概要

上場会社が取締役等の報酬等として又は取締役等の報酬等をもってす

る払込みと引換えに当該株式会社の新株予約権の発行をするときは， 当

該新株予約権の行使に際して金銭の払込み又は現物出資財産の給付を要

しないこととされた（法第23 6条第3項， 第4項）。

(2) 取締役等の報酬等である募集新株予約権の発行の手続

ア 定款の定め， 株主総会の決議又は報酬委員会の決定

当該株式会社の募集新株予約権を取締役等の報酬等として又は取締

役等の報酬等をもってする払込みと引換えに発行しようとする場合に

は， 定款， 株主総会の決議又は指名委員会等設置会社にあっては報酬

委員会の決定により， 次の（ア）又は（イ）に掲げる事項を定めなければな

らないとされた。

（ア） 取締役等の報酬等としてアの行使に際して金銭の払込み等を要し

ない新株予約権を発行する場合 （法第36 1条第1項第4号， 第4

0 9条第3項第4号， 会社規第9 8条の3, 第11 1条の2)

a 募集新株予約権の数の上限（報酬委員会の決定による場合にあ

っては， 募集新株予約権の数）

b 新株予約権の目的である株式の数 （種類株式発行会社にあって

は， 株式の種類及び種類ごとの数） 又はその数の算定方法

c 金銭以外の財産を新株予約権の行使に際してする出資の目的と
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するときは， その旨並びに当該財産の内容及び価額

d 新株予約権を行使することができる期間

e 取締役等の報酬等として又は取締役等の報酬等をもってする払

込みと引換えに新株予約権を発行するものであり， 新株予約権の

行使に際してする金銭の払込み又は現物出資財産の給付を要しな

し ヽ 旨

f アの定めに係る取締役等（取締役等であった者を含む。）以外

の者は， 当該新株予約権を行使することができない旨

g 一定の資格を有する者が募集新株予約権を行使することができ

ることとするときは，その旨及び当該一定の資格の内容の概要（報

酬委員会の決定による場合にあっては， その内容）

h 募集新株予約権の行使の条件を定めるときは， その条件の概要

（報酬委員会の決定による場合にあっては， その条件）

i 譲渡による新株予約権の取得について会社の承認を要すること

とするときは， その旨

J 会社が一 定の事由が生じたことを条件として新株予約権を取得

することができることとするときは， 法第 2 3 6 条第 1 項第 7 号

に掲げる事項の内容の概要（報酬委員会の決定による場合にあっ

ては， その内容）

k 取締役等に対して募集新株予約権を割り当てる条件を定めると

きは，その条件の概要（報酬委員会の決定による場合にあっては，

その条件）

（イ）取締役等の報酬等をもってする払込みと引換えに新株予約権を発

行する場合（法第 3 6 1 条第 1 項第 5 号口， 第 4 0 9 条第 3 項第 5

号口， 会社規第 9 8 条の 4 第 2 項， 第 1 1 1 条の 3 第 2 項）

a （ア） aからjまでの事項

b 取締役等に対して募集新株予約権と引換えにする払込みに充て

るための金銭を交付する条件又は取締役等に対 して募集新株予約

権を割り当てる条件を定めるときは， その条件の概要 （報酬委員

会の決定による場合にあっては， その条件）

イ 新株予約権の内容

アの定めに従い， 上場会社が募集新株予約権を発行するときは， 法
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第 2 3 6 条第 1 項第 2 号に掲げる事項（当該新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額又はその算定方法）を新株予約権の内容とす

ることを要しないとされた（法第2 3 6条第3項前段）。 この場合に

は法第 2 3 6 条第 1 項各号（第 2号を除く。）に掲げる事項に加えて，

次の事項を新株予約権の内容としなければならないとされた（同条第

3項後段）。

（ア）取締役等の報酬等として又は取締役等の報酬等をもってする払込

みと引換えに新株予約権を発行するものであり， 新株予約権の行使

に際してする金銭の払込み又は現物出資財産の給付を要しない旨

（イ）アの定めに係る取締役等（取締役等であった者を含む。）以外の

者は， 当該新株予約権を行使することができない旨

なお， これらの事項は登記しなければならないこととされた（法

第 9 1 1 条第 3 項第 1 2 号ハ）。

ウ 募集事項

募集新株予約権の募集事項については， 通常の新株予約権の募集事

項（法第 2 3 8 条第 1 項）と同様である 。 ただし， 募集新株予約権の

内容（同項第1号）については， 上記の内容が反映される。

工 募集事項の決定

募集事項の決定は， 取締役会の決議による（法第 2 4 0 条第 1 項，

第23 8条第2項）。

オ 募集新株予約権の割当て

募集新株予約権の目的である株式の全部又は一 部が譲渡制限株式で

あるとき又は募集新株予約権が譲渡制限新株予約権であるときは， 募

集新株予約権の割当ての決定又は総数の引受けを行う契約の承認は，

定款に別段の定めがある場合を除き， 取締役会の決議による（法第2

4 3 条第 2項， 第 244条第 3 項）。

力 新株予約権者となる時期

募集新株予約権の割当てを受けた申込者又はその総数を引き受けた

者は， 募集新株予約権の割当日（法第 2 3 8 条第 1 項第 4 号）に， 新

株予約権者となる（法第2 4 5条第1項）。

(3)取締役等の報酬等である募集新株予約権の発行による変更の登記の手

続
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ア 登記の期間

募集新株予約権の発行により登記事項に変更があったときは， 割当

日から2週間以内に， 本店の所在地において変更の登記をしなければ

ならない（法第9 1 5条第1項）。

イ 登記すべき事項

登記すべき事項は， 通常の新株予約権の登記事項（法第 2 3 6 条第

1項第2号の事項を除く。）のほか， （2）イの定め（法第9 1 1条第

3項第12号）及び新株予約権の発行年月日である。

登記の記録 については， 別紙記録例1によるものとする。

なお， 法第 2 3 6 条第 1 項第 2 号に掲げる事項を新株予約権の内容

とすることを要しない募集新株予約権の発行は， 上場会社でなければ

することができないところ， 上場会社であることについては， 登記記

録 等から非公開会社でないことを確認することをもって足りる。

ウ 添付書面

登記の申請書には， 次の書面を添付しなければならない。

（ア）（2）アの定めに係る定款又は定款に当該定めがない場合には株主

総会の議事録 及び株主リスト若しくは報酬委員会の決定を証する書

面（商登第4 6条， 商登規第61条第1項， 第3項）

（イ）募集事項の決定に係る取締役会の議事録（商登法第 4 6 条第 2 項）

（り）募集新株予約権の引受けの申込み又は総数の引受けを行う契約を

証する書面（商登法第6 5条第1号）

（エ）取締役等の報酬等をもってする払込みと引換えに新株予約権を発

行する場合において， 払込期日を定めたとき（割当日より前の日で

あるときに限る。）は， 払込み（金銭以外の財産の給付又は会社に

対する債権をもってする相殺を含む。）があったことを証する脅面

（商登法第 6 5 条第 2 号）

（オ）譲渡制限株式を目的とする新株予約権又は譲渡制限新株予約権で

あるときは， 割当ての決定又は総数の引受けを行う契約の承認に係

る取締役会の議事録 （商登法第 4 6 条第 2 項）

第2 株式交付制度

1 概要
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株式会社は， 株式交付をすることができるとされた（法第 7 7 4 条の

2)。

株式交付とは， 株式会社が他の株式会社をその子会社（他の株式会社の

議決権の総数に対する自己の計算において所有している議決権の数の割合

が 1 0 0 分の 5 0 を超えている場合における当該他の株式会社に限る（会

社規第 4 条の 2, 第 3 条第 3 項第 1 号）。）とするために当該他の株式会

社の株式を譲り受け， 当該株式の譲渡人に対して当該株式の対価として当

該株式会社の株式を交付することをいう（法第2条第32号の2)。 株式

交付をする株式会社を株式交付親会社といい， 株式交付親会社が株式交付

に際して譲り受ける株式を発行する株式会社を株式交付子会社という（法

第 7 7 4 条の 3 第 1 項第 1 号）。

なお， 清算株式会社については， 株式交付に関する規定は適用されない

こととされた（法第 5 0 9 条第 1 項第 3 号）。 したがって， 株式交付によ

り， 清算株式会社が株式交付親会社となることはできず， また， 清算株式

会社を株式交付子会社とすることもできない。

2 株式交付の手続

(1) 株式交付計画の作成

株式交付をする場合には， 株式交付親会社は， 株式交付計画を作成し

なければならず（法第7 7 4条の2)， 当該計画においては， 次の事項

を定めなければならないとされた（法第7 7 4条の3)。

ア 株式交付子会社の商号及び住所

イ 株式交付親会社が株式交付に際して譲り受ける株式交付子会社の株

式の数（株式交付子会社が種類株式発行会社である場合にあっては，

株式の種類及び種類ごとの数） の下限（なお， この定めは， 株式交付

子会社が効力発生日において株式交付親会社の子会社となる数を内容

とするものでなければならないとされている（法第 7 7 4 条の 3 第 2

項）。）

ウ 株式交付親会社が株式交付に際して株式交付子会社の株式の譲渡人

に対して当該株式の対価として交付する株式交付親会社の株式の数

（種類株式発行会社にあっては， 株式の種類及び種類ごとの数）又は

その数の算定方法並びに当該株式交付親会社の資本金及び準備金の額

に関する事項並びに当該譲渡人に対する株式の割当てに関する事項
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（当該事項については， 株式交付子会社の株式の譲渡人が株式交付親

会社に譲り渡す株式の数に応じて株式交付親会社の株式を交付するこ

とを内容とするものでなければならないとされている（法第 7 7 4 条

の 3 第 4 項）。）

なお， 株式交付親会社が対価として交付する株式は， 新たに発行す

る株式又は自己株式のいずれでも差し支えない。

工 株式交付親会社が株式交付に際して株式交付子会社の株式の譲渡人

に対して当該株式の対価として金銭等（株式交付親会社の株式を除

く。） を交付するときは， その内容及び当該譲渡人に対する金銭等の

割当てに関する事項（なお， 当該事項については， 株式交付子会社の

株式の譲渡人が株式交付親会社に譲り渡す株式の数に応じて金銭等を

交付することを内容とするものでなければならないとされている（法

第7 7 4条の3第5項）。）

オ 株式交付親会社が株式交付に際して株式交付子会社の株式と併せて

株式交付子会社の新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを除

く。）又は新株予約権付社債（以下「新株予約権等」と総称する。）

を譲り受けるときは， 当該新株予約権等の内容及び数又はその算定方

法

カ オの場合において， 株式交付親会社が株式交付に際して株式交付子

会社の新株予約権等の譲渡人に対して新株予約権等の対価として金銭

等を交付するときは， その内容及び当該譲渡人に対する金銭等の割当

てに関する事項

キ 株式交付子会社の株式及び新株予約権等の譲渡しの申込みの期日

ク 株式交付がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）（法

(2)株式交付子会社の株式の譲渡し

ア 株式交付親会社による通知

株式交付親会社は， 株式交付子会社の株式の譲渡しの申込みをしよ

うとする者に対し， 株式交付計画の内容等を通知しなければならない

こととされた（法第 7 7 4 条の 4 第 1 項。通知を要しない場合として，

同条第 4 項， 会社規第 1 7 9 条の 3 参照）。

イ 株式交付子会社の株式の譲渡しの申込み

株式交付子会社の株式の譲渡しの申込みをする者は， 株式交付計画
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において定められた期日((1)キ参照）までに， 譲り渡そうとする当

該株式の数等を記載した書面を株式交付親会社に交付しなければなら

ないこととされた（法第 7 7 4 条の 4 第 2 項）。 なお， 当該書面の交

付に代えて， 株式交付親会社の承諾を得て， 当該書面に記載すべき事

項を電磁的方法により提供することができる（同条第3項）。

ウ 株式交付親会社が譲り受ける株式交付子会社の株式の割当て

株式交付親会社は， 上記イの申込みをした者（以下「申込者」とい

う 。）の中から株式を譲り受ける者を定め， かつ， その者に割り当て

る当該株式交付親会社が譲り受ける株式交付子会社の株式の数（株式

交付子会社が種類株式発行会社である場合にあっては， 株式の種類ご

との数）を定めなければならないこととされ（法第 7 7 4 条の 5 第 1

項前段）， その上で， 株式交付親会社は， 効力発生日の前日までに，

申込者に対し， 当該申込者から当該株式交付親会社が譲り受ける株式

交付子会社の株式の数を通知しなければならないこととされた（同条

第2項）。

工 総数譲渡し契約を締結する場合

株式交付子会社の株式を譲り渡そうとする者が， 株式交付親会社が

株式交付に際して譲り受ける株式交付子会社の株式の総数の譲渡しを

行う契約を締結する場合には， 上記アからウまでの手続に関する規定

は適用されないこととされた（法第 7 7 4 条の 6) 。

オ 株式交付子会社の新株予約権等の譲渡し

株式交付親会社は， 株式交付に際して株式交付子会社の株式と併せ

て株式交付子会社の新株予約権等を譲り受けることができることとさ

れた（法第 7 7 4 条の 3 第 1 項第 7 号）。 この新株予約権等の譲渡し

についても， 上記アからエまでの手続等がとられることとされた（法

第 7 7 4 条の 9) 。

(3)株式交付親会社の手続

ア 株式交付計画の承認

株式交付親会社は， 効力発生日の前日までに， 株主総会の特別決議

によって， 株式交付計画の承認を受けなければならないとされた（法

第 8 1 6条の 3 第 1 項， 法第 3 0 9 条第 2 項第 1 2 号）。

ただし， 株式交付において交付する対価の合計額の株式交付親会社
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の純資産額に対 する割合が 5 分の 1 を超えない場合（ 以下「簡易株式

交付」という。） には， 株主総会の承認を要しないこととされた（法

第 8 1 6 条の 4 第 1 項本文）。 この場合において， 株式交付親会社が

株式交付子会社の株式等の譲渡人に交付 する金銭等（株式交付親会社

の株式等を除く。） の帳簿価額が株式交付親会社が譲り受ける株式交

付子会社の株式等の額を超える場合， 株式交付親会社が公開会社でな

い場合又は株式交付親会社の 一定の数の株式を有する株主が株式交付

に反対 する旨を通知し た場合には， 当該株式交付親会社は， 効力発生

日の前日まで に， 株主総会の決議 によって， 株式交付計画の承認を受

けなければならないとされた（同条第 1 項 ただし書， 第 2 項）。

イ 債権者保護手続

株式交付親会社は， 株式交付子会社の株式 及び新株予約権の譲渡人

に対して交付 する金銭等（株式交付親会社の株式を除く。） が株式交

付親会社の株式 に準ずるものとして法務省令で定めるもの のみである

場合以外の場合には， 次に掲げる事項を官報に公告し， かつ， 知れて

いる債権者には， 各別に催告しなければならないとされ（ただし， 株

式交付親会社が当該公告を， 官報のほか， 定款の定め に従い， 時事に

関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法又は電子公告 により

するとき は， 各別の 催告 は， することを要しないこととされた（法第

8 1 6 条の 8 第 3 項）。）， 債権者が下記（エ）の期間内に異議を述べた

とき は， 当該株式交付をしても当該債権者を害するおそれがないとき

を除き， 当該債権者に対し， 弁済し， 若しくは相当の担保を提供し，

又は当該債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社等（信

託会社及び信託業務を営む金融機関（金融機関の信託業務 の兼営等に

関する法律（昭和 1 8 年法律第 4 3 号） 第 1 条第 1 項 の認可を受け た

金融機関をいう。） に相当の財産を信託しなければならないこととさ

れた（法第 8 1 6 条の 8 第 2 項， 第 5 項）。

（ア）株式交付を する旨

（イ）株式交付子会社の商号 及び住所

（り）株式交付親会社及び株式交付子会社の計算書類に関する事項とし

て法務省令で定めるもの

（エ）債権者が 一定の期間(1か月を下ること が できない 。）内に異議
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を述べることができる旨

(4)株式交付の効果

株式交付の効力は， 株式交付計画に定めた効力発生日に生ずる（法第

7 7 4 条の 1 1 第 1 項から第 4 項）が， 株式交付親会社は， 取締役の決

定（取締役会設置会社にあっては， 取締役会の決談）により， 効力発生

日を変更することができるとされた（法第 8 1 6 条の 9 第 1 項， 第 3 4

8 条第 1 項， 第 2 項， 第 3 6 2 条第 2 項第 1 号）。 この場合には， 株式

交付親会社は， 変更前の効力発生日（変更後の効力発生日が変更前の効

力発生日前の日である場合にあっては， 当該変更後の効力発生日）の前

日までに， 変更後の効力発生日（当初の効力発生日から3か月以内の日

でなければならない。）を公告しなければならないこととされた（法第

8 1 6 条の 9 条第 2 項， 第 3 項）。

(5)株式交付無効の訴え

株式会社の株式交付の無効は， 株式交付の効力発生日から6か月内に

限り訴えをもってのみ主張することができることとされた（法第8 2 8 

条第 1 項第 1 3 号）。

3 株式交付の登記の手続

(1)登記の期間

株式交付をしたときは， 株式交付親会社は， 株式交付の効力発生日か

ら2週間以内に， その本店の所在地において変更の登記をしなければな

らない（法第 9 1 5 条第 1 項）。

(2)登記すべき事項

株式交付親会社の登記すべき事項は， 次の事項につき変更を生じた旨

及びその年月日である 。 株式交付子会社については， その登記事項に変

更は生じない 。

ア 発行済株式の総数並びにその種類及び種類ごとの数

イ 資本金の額

ウ 株式交付子会社の株式の譲渡人に新株予約権を発行した場合には，

新株予約権に関する登記事項

なお， 株式交付子会社の株式の対価として株式交付親会社の自己株式

を交付する場合には， 登記すべき事項の変更が生じないこととなる 。

(3)添付書面

- 14 -



株式交付親会社の株式交付による変更の登記の申請書には， 次の書面

を添付しなければならない。

ア 株式交付計画書（商登法第 9 0 条の 2 第 1 号） 効力発生日の変更

があった場合には， 取締役の過半数の一 致があったことを証する書面

又は取締役会の議事録 も添付しなければならない（商登法第 4 6 条第

1 項， 第 2 項）。

イ 株式の譲渡しの申込み又は株式交付親会社が株式交付に際して譲り

受ける株式交付子会社の株式の総数の譲渡しを行う契約を証する書面

（商登法第9 0条の2第2号）

ウ 株式交付計画の承認に係る株主総会議事録（商登法第4 6条第2項）

及び株主リスト（商登規第 6 1 条第 3 項）又は簡易株式交付の場合に

あっては株式交付計画書の承認に係る取締役会議事録若しくは取締役

の過半数の一 致を証する書面（商登法第 4 6 条第 1 項， 第 2 項）

工 簡易株式交付の場合は， 当該場合に該当することを証する書面（簡

易株式交付に反対する旨を通知した株主がある場合にあっては， その

有する株式の数が 一 定数に達しないことを証する書面を含む。）（商

登法第 9 0 条の 2 第 3 号）

オ 債権者保護手続が必要な場合には， 公告及び催告（公告を官報のほ

か時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙又は電子公告によってした

場合にあっては， これらの方法による公告）をしたこと並びに異議を

述べた債権者があるときは， 当該債権者に対し， 弁済し， 若しくは相

当の担保を提供し， 若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目

的として相当の財産を信託したこと又は当該株式交付をしても当該債

権者を害するおそれがないことを証する書面（同条第4号）

カ 資本金の額が法及び計算規の規定に従って計上されたことを証する

書面（同条第5号）

(4)登録免許税

株式交付による変更の登記の登録免許税は， 増加した資本金の額の10

00分の7 （これによって計算した税額が3万円に満たないときは， 申請

件数 1 件につき 3 万円）である（登録免許税法別表第一 第 2 4 号(1)二）。

発行済株式の総数の変更の登記については， 登録免許税を別途納付する

必要はない。
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第 3 新株予約権に関する登記事項の見直し

1 概要

株式会社は， その発行する新株予約権を引き受ける者の募集をしようと

する場合において， 募集新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこ

ととするとき以外のときは， 募集事項として， 募集新株予約権の払込金額

又はその算定方法を定めなければならないところ（法第 2 3 8 条第 1 項第

3 号）， 登記すべき事項としては， 募集新株予約権の払込金額又は登記申

請時までに払込金額が確定しないときは， 当該算定方法を登記しなければ

ならないこととされた（法第 9 1 1 条第 3 項第 1 2 号へ）。

なお， 登記の記録については， 別紙記録例2による。

2 添付書面

改正前から変更はない（商登法第 4 6 条， 第 6 5 条， 商登規第 6 1 条第

1 項）。 なお， 算定方法を登記する場合に， 払込金額が確定しないことに

つき上申書等の添付を要しない。

3 経過措置

改正法においては， 改正法の施行前に登記の申請がされた新株予約権の

発行に関する登記の登記事項については， 改正後の第 9 1 1 条第 3 項第 1

2号の規定にかかわらず， なお従前の例によることとされた（改正法附則

第 9 条）。

第4 取締役等の欠格条項の削除

1 概要

旧法においては， 成年被後見人及び被保佐人（以下「成年被後見人等」

という。）は， 株式会社の取締役， 監査役， 執行役， 清算人， 設立時取締

役及び設立時監査役（以下「取締役等」という。）になることができない

こととされていた（法第 3 9 条第 4 項， 旧法第 3 3 1 条第 1 項第 2 号， 第

3 3 5 条第 1 項， 第 4 0 2 条第 4 項， 第 4 7 8 条第 8 項前段）が， 改正法

において， 旧法下における欠格条項が削除され， 成年被後見人等が取締役

等になることができることとされた。

2 成年被後見人等が取締役等に就任する場合の就任の承諾及び成年被後見

人等が取締役等を辞任する場合の辞任に係る意思表示の在り方
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(1)成年被後見人等が取締役等に就任する場合

ア 成年被後見人が取締役等に就任する場合

成年被後見人が取締役等に就任するには， その成年後見人が， 成年

被後見人の同意（後見監督人がある場合には， 成年被後見人及び後見

監督人の同意）を得た上で， 成年被後見人に代わって就任の承諾をし

なければならないとされた（法第 3 9 条第 5 項， 第 3 3 1 条の 2 第 1

項， 第 3 3 5 条第 1 項， 第 4 0 2 条第 4 項， 第 4 7 8 条第 8 項）。

イ 被保佐人が取締役等に就任する場合

（ア）被保佐人が就任を承諾する場合

被保佐人が取締役等に就任するには， その保佐人の同意を得なけ

ればならないとされた（法第 3 9 条第 5 項，第 3 3 1 条の 2 第 2 項，

第 3 3 5 条第 1 項， 第 4 0 2 条第 4 項， 第 4 7 8 条第 8 項）。 した

がって， 被保佐人が保佐人の同意を得た上で， 自ら就任の承諾をす

ることとなる。

（イ）保佐人が被保佐人に代わって就任を承諾する場合

家庭裁判所が被保佐人のために， 当該被保佐人が取締役等に就任

することを承諾することついて保佐人に代理権を付与する審判（民

法（明治 2 9 年法律第 8 9 号）第 8 7 6 条の 4 第 1 項）をした場合

には， 被保佐人が取締役等に就任するには， その保佐人が， 被保佐

人の同意を得た上で， 被保佐人に代わって就任の承諾をしなければ

ならないとされた（法第 3 9 条第 5 項， 第 3 3 1 条の 2 第 3 項， 第

3 3 5 条第 1 項， 第 4 0 2 条第 4 項， 第 4 7 8 条第 8 項）。

(2)成年被後見人等が取締役等を辞任する場合

ア 成年被後見人が取締役等を辞任する場合

成年被後見人が取締役等を辞任するには， 成年被後見人が自ら辞任

の意思表示をする方法又は成年後見人が成年被後見人に代わって辞任

の意思表示をする方法（民法第 8 5 9 条第 1 項）によることとなる。

イ 被保佐人が取締役等を辞任する場合

被保佐人が取締役等を辞任するには， 被保佐人が自ら辞任の意思表

示をすることとなる。

3 登記の手続

(1)成年被後見人等が取締役等に就任した場合
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成年被後見人等が取締役等に就任した場合の取締役等の変更の登記の

申請書には， 次の書面を添付しなければならない。

ア 成年被後見人が就任した場合（法第 3 3 1 条の 2 第 1 項等）

（ア）成年後見人の就任承諾書（商登法第 5 4 条第 1 項）

（イ）成年被後見人に係る後見登記等に関する法律（平成11年法律第

1 5 2 号）第 1 0 条に規定する登記事項証明書（以下「成年後見登

記事項証明書」という。）（商登法第 5 4 条第 1 項）

なお， 成年後見登記事項証明書は， 成年被後見人に係る就任承諾

書に記載した氏名及び住所と同一 の氏名及び住所が記載されている

市町村長その他の公務員が職務上作成した証明書（以下「本人確認

証明書」という。）を兼ねることとなる（商登規第 6 1 条第 7 項）。

（り）成年被後見人（後見監督人がある場合にあっては， 成年被後見人

及び後見監督人）の同意書（商登法第 5 4 条第 1 項）

（エ）成年後見人が就任承諾書に押印した印鑑につき市町村長の作成し

た証明書（取締役会を置かない会社においては成年被後見人が取締

役に就任する場合， 取締役会設置会社においては成年被後見人が代

表取締役に就任する場合）（商登規第 6 1 条第 4 項， 第 5 項）

イ 被保佐人が就任した場合（法第 3 3 1 条の 2 第 2 項等）

（ア）被保佐人が就任を承諾した場合

a 被保佐人の就任承諾書（商登法第 5 4 条第 1 項）

b 保佐人の同意書（商登法第 5 4 条第 1 項）

c 被保佐人が就任承諾書に押印した印鑑につき市町村長の作成し

た証明書（取締役会を置かない会社においては被保佐人が取締役

に就任する場合， 取締役会設置会社においては被保佐人が代表取

締役に就任する場合）（商登規第 6 1 条第 4 項， 第 5 項）

d 被保佐人の本人確認証明書（被保佐人が原本と相違ない旨を記

載した謄本を含む。 cを添付した場合を除く。）（商登規第 6 1 

条第7項）

（イ）保佐人が民法第 8 7 6 条の 4 第 1 項の代理権付与の審判に基づき

被保佐人に代わって就任を承諾した場合（法第 3 3 1 条の 2 第 3 項

等）

a 保佐人の就任承諾書（商登法第 5 4 条第 1 項）
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b 被保佐人に係る後見登記等に関する法律第1 0条 に規定する登

記事項証明書（ なお， eの本人確認証明書を兼ねることとなる （商

登規第6 1 条第 7項）。）又は代理権を付与する 旨の審判 に係る

審判書（商登法第5 4条第1項）

c 被保佐人の同意書（商登法第5 4条第1項）

d 保佐人が就任承諾書に押印した印鑑につき市町村長の作成した

証明書（取締役会を置かない会社においては被保佐人が取締役に

就任する場合， 取締役会設置会社においては被保佐人が代表取締

役に就任する場合）（商登規第6 1条第4項， 第5項）

e 被保佐人の本人確認証明書（ 保佐人が原本と相違ない旨を記載

した謄本を含む。）（商登規第6 1 条第7項）

ウ オンライン申請の場合の添付書面の特則

就任を 承諾 したことを証する書面に代わるべき情報を送信する場合

の取扱いとして， 商登規第1 0 1 条第1項第1号の規定による方法 に

より登記の申請を する場合において， 商登規第1 0 2条第2項 の添付

書面情報として， 上記アの場合においては（り）の同意書， イ（ア）の場合

においてはaの就任承諾書， イ（イ）の場合においてはcの同意書に代

わるべき情報を送信する とともに， 同条第3項第2号又は第3号に掲

げる いずれかの電子証明書を送信した ときは ， 商登規第1 0 3条 の特

則が適用されることとなる。

(2)成年被後見人等が取締役等を辞任した場合

成年被後見人等が取締役等を辞任した場合の取締役等の変更の登記の

申請書に は， 次の書面を添付 しなければならない。

ア 成年後見人が成年被後見人に代わって辞任の意思表示を する場合

（ア）成年後見人の 辞任を証する書面（以下「辞任届」という。）（商登

法第5 4条第4項）

（イ）成年後見登記事項証明書（商登法第5 4 条第4項）

（り）成年後見人が辞任届に押印した印鑑につき市町村長の作成した証

明書（登記所に印鑑を提出している 会社にあっては辞任する成年被

後見人が当該印鑑を提出している者である場合に限り， 登記所に印

鑑を提出していない会社にあっては辞任する成年被後見人が 会社の

代表者である場合に限る。）（商登規第6 1 条第8項）
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イ 成年被後見人が辞任の意思表示をする場合

（ア）成年被後見人の辞任届（商登法第5 4条第4項）

（イ）辞任届に押印した印鑑につき市町村長の作成した証明書（登記所

に印鑑を提出している会社にあっては辞任する成年被後見人が当該

印鑑を提出している者である場合に限り， 登記所に印鑑を提出して

いない会社にあっては辞任する成年被後見人が会社の代表者である

場合に限る。 ただし， 当該印鑑と当該被後見人が登記所に提出して

いる印鑑とが同 一であるときは， 市町村長の作成した証明書を添付

することを要しない。）（商登規第 6 1 条第 8 項）

ウ 被保佐人が辞任の意思表示をする場合

（ア）被保佐人の辞任届（商登法第5 4条第4項）

（イ）被保佐人が辞任届に押印した印鑑につき市町村長の作成した証明

書（登記所に印鑑を提出している会社にあっては辞任する被保佐人

が当該印鑑を提出している者である場合に限り， 登記所に印鑑を提

出していない会社にあっては辞任する被保佐人が会社の代表者であ

る場合に限る。 ただし， 当該印鑑と当該被保佐人が登記所に提出し

ている印鑑とが同 ーであるときは， 市町村長の作成した証明書を添

付することを要しない。）（商登規第 6 1 条第 8 項）

4 現に在任する取締役等が成年後見開始の審判等を受けた場合

取締役等として現に在任している者が，後見開始の審判を受けたときは，

委任の終了事由に該当するため， 当該取締役等は， 後見開始の審判により

退任する（法第 3 3 0 条， 第 4 0 2 条第 3 項， 第 4 7 8 条第 8 項， 民法第

6 5 3 条第 3 号）。

なお， 取締役等として現に在任している者が， 保佐開始の審判を受けた

ときであっても， 委任の終了事由には該当しないため， 当該取締役等は，

当然にはその地位を失うことはない。

第5 社外取締役を置くことの義務付け

1 社外取締役を置くことが義務付けられる株式会社

監査役会設置会社（公開会社であって， 大会社であるものに限る。）で

あって， 金融商品取引法第 2 4 条第 1 項の規定によりその発行する株式に

ついて有価証券報告書を内閣総理大臣に提出しなければならないものは，
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社外取締役を置かなければならないとされた（法第 3 2 7 条の 2) 。

2 経過措置

改正法の施行の際現に上記1に該当する株式会社については， 法第3 2 

7 条の 2 の規定は， 改正法の施行後最初に終了する事業年度に関する定時

株主総会の終結の時までは， 適用しないとされた。

したがって， 上記1に該当する株式会社については， 改正法の施行後最

初に終了する事業年度に関する定時株主総会において， 社外取締役を選任

すれば足りることとなる（改正法附則第5条）。

3 社外取締役の就任に係る登記の手続

社外取締役の就任に係る登記の手続については， 従前と同様であり， 取

締役の就任の登記をするにとどまり，社外取締役である旨の登記はしない。

第 6 法人登記事務の取扱い

1 相互会社

相互会社は， 組織変更株式交付（相互会社が株式会社へ組織変更をする

のと同時に別の株式会社を子会社とするために当該子会社の株式を譲り受

け， 当該株式の譲渡人に対して当該株式の対価として組織変更後株式会社

の株式を交付すること）ができることとされた。 組織変更株式交付の手続

については， 第 2 に記載した取扱いに加え， 組織変更の手続も同時に行わ

れる（保険業法第9 6条の9の2から第9 6条の1 4まで）。

2
一 般社団法人及び 一 般財団法人

第 4 に記載した取扱いと同様である。
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法 務 局 長 殿

地方法務局長 殿

法 務 省 民 商 第1 5号

令和3年 1月 2 9日

法務省民事局長

（公印省略）

「法務局及び地方法務局における商業・法人登記事務の集中化の実施後

の商業・法人登記事務に関する取扱要領」の一 部改正について（通達）

標記の取扱要領（平成24年4月2 7日付け法務省民商第1 0 9 4号当職通

達）の 一部を下記のとおり改正し， 本年2月15日から実施することとしたの

で， この旨貴管下登記官に周知方お取り計らい願います。

記

次の表により， 改正前襴に掲げる規定の傍線（下線を含む。 以下同じ。）を

付した部分をこれに順次対応する改正後襴に掲げる規定の傍線を付した部分の

ように改め， 改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重傍線

を付した規定（以下「対象規定」という。）は， 改正前欄に掲げる対象規定を

改正後欄に掲げる対象規定として移動し， 改正前欄に掲げる対象規定で改正後

欄にこれに対応するものを掲げていないものは， これを削る。

y.hashino
四角形
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改 正 後 改 正 前

第３ 商業登記事務の取扱い 第３ 商業登記事務の取扱い

１ 印鑑提出等に関する事務 １ 印鑑提出等に関する事務

(1) 指定登記官は，アクセス登記所において，当該 (1) 指定登記官は，アクセス登記所において，当該

アクセス登記所が属する法務局又は地方法務局の アクセス登記所が属する法務局又は地方法務局の

管轄区域内に主たる営業所（会社以外の商人にあ 管轄区域内に主たる営業所（会社以外の商人にあ

っては，営業所。以下同じ。）の所在地がある会 っては，営業所。以下同じ。）の所在地がある会

社等についての次に掲げるものに関する事務（以 社等についての次に掲げるものに関する事務（以

下「印鑑提出等に関する事務」と総称する。）も 下「印鑑提出等に関する事務」と総称する。）も

取り扱う。この場合において，商業登記規則（昭 取り扱う。この場合において，商業登記規則（昭

和３９年法務省令第２３号。以下「規則」という 和３９年法務省令第２３号。以下「規則」という

。）第９条第１項の書面の提出を受けるアクセス 。）第９条第１項の書面の提出を受けるアクセス

登記所の旧管轄区域内に主たる営業所の所在地が 登記所の旧管轄区域内に主たる営業所の所在地が

ある会社等の代表者の資格を証する書面について ある会社等の代表者の資格を証する書面及び登記

は，同条第５項ただし書に準じて，添付すること 所に提出された印鑑に係る印鑑の証明書について

を要しないものとして取り扱う。 は，同条第５項ただし書に準じて，添付すること

を要しないものとして取り扱う。

ア 印鑑（改印した印鑑）の提出（規則第９条第 ア 印鑑の提出（法第２０条第１項前段，規則第
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１項から第５項まで）であって，登記の申請と ９条第１項から第５項まで）であって，登記の

同時に提出されたもの以外のもの 申請と同時に提出されたもの以外のもの

［削る。］ イ 改印した印鑑の提出（法第２０条第１項後段

，規則第９条第１項から第５項まで）であって

，登記の申請と同時に提出されたもの以外のも

の

イ 印鑑の廃止の届出（規則第９条第７項）であ ウ 印鑑の廃止の届出（規則第９条第７項）

って，登記の申請と同時に提出されたもの以外

のもの

(2) ［略］ (2) ［同左］

(3) (1)又は(2)により取り扱った(1)ア又はイに掲げ (3) (1)又は(2)により取り扱った(1)アからウまでに

る提出又は届出により提出された書面は，書留郵 掲げる提出又は届出により提出された書面は，書

便若しくはその取扱いにおいて引受け及び配達の 留郵便若しくはその取扱いにおいて引受け及び配

記録をする郵便又はこれらに準ずるもの（以下「 達の記録をする郵便又はこれらに準ずるもの（以

引受配達記録郵便等」という。）により，管轄商 下「引受配達記録郵便等」という。）により，管

業登記所に送付する。ただし，法務局又は地方法 轄商業登記所に送付する。ただし，法務局又は地

務局の長の定めるところにより，当該取扱いを行 方法務局の長の定めるところにより，当該取扱い

った登記所において保管することとして差し支え を行った登記所において保管することとして差し

ない。 支えない。

２ 印鑑カードに関する事務 ２ 印鑑カードに関する事務



- 3 -

(1) 指定登記官は，アクセス登記所において，当該 (1) 指定登記官は，アクセス登記所において，当該

アクセス登記所が属する法務局又は地方法務局の アクセス登記所が属する法務局又は地方法務局の

管轄区域内に主たる営業所の所在地がある会社等 管轄区域内に主たる営業所の所在地がある会社等

についての次に掲げるものに関する事務（以下「 についての次に掲げるものに関する事務（以下「

印鑑カードに関する事務」と総称する。）も取り 印鑑カードに関する事務」と総称する。）も取り

扱う。この場合において，後見人である法人の代 扱う。この場合において，後見人である法人の代

表者（当該代表者が法人である場合にあっては， 表者（当該代表者が法人である場合にあっては，

当該代表者の職務を行うべき者）又は管財人等（ その職務を行うべき者）又は管財人等（規則第９

規則第９条第１項第５号に規定する管財人等をい 条第１項第５号に規定する管財人等をいう。以下

う。以下同じ。）が法人であるときにおける当該 同じ。）が法人であるときにおけるその職務を行

管財人等の職務を行うべき者として指名された者 うべき者として指名された者が，当該法人の主た

が，当該法人の主たる営業所の所在地が旧管轄区 る営業所の所在地が旧管轄区域内にあるアクセス

域内にあるアクセス登記所に印鑑カードの交付を 登記所に印鑑カードの交付を請求するときは，規

請求するときは，規則第９条の４第２項のただし 則第９条の４第２項のただし書に準じて，当該後

書に準じて，当該後見人又は当該管財人等である 見人又は当該管財人等である法人の登記事項証明

法人の登記事項証明書を添付することを要しない 書を添付することを要しないものとして取り扱う

ものとして取り扱う。 。

［ア～エ 略］ ［ア～エ 同左］

［(2)・(3) 略］ ［(2)・(3) 同左］

３ 電子認証に関する事務 ３ 電子認証に関する事務
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(1) 指定登記官は，アクセス登記所において，当該 (1) 指定登記官は，アクセス登記所において，当該

アクセス登記所が属する法務局又は地方法務局の アクセス登記所が属する法務局又は地方法務局の

管轄区域内に主たる営業所の所在地がある会社等 管轄区域内に主たる営業所の所在地がある会社等

についての次に掲げるものに関する事務（法第１ についての次に掲げるものに関する事務（法第１

２条の２第５項の法務大臣の指定する登記所が行 ２条の２第５項の法務大臣の指定する登記所が行

う事務を除く。以下「電子認証に関する事務」と う事務を除く。以下「電子認証に関する事務」と

総称する。）も取り扱う。この場合には，登記情 総称する。）も取り扱う。この場合には，登記情

報システムの申請情報入力画面における備考欄に 報システムの申請情報入力画面における備考欄に

当該取扱いを行ったアクセス登記所名を記録する 当該取扱いを行ったアクセス登記所名を記録する

。 。

ア 電子証明書の発行の請求（法第１２条の２第 ア 電子証明書の発行の請求（法第１２条の２第

１項，第３項）であって，規則第１０１条第１ １項，第３項）

項第３号の規定により請求されたもの以外のも

の

［イ～オ 略］ ［イ～オ 同左］

(2) ［略］ (2) ［同左］

(3) (1)又は(2)により取り扱った(1)アからオまでに (3) (1)又は(2)により取り扱った(1)アからオまでに

掲げる請求等に係る申請書類は，引受配達記録郵 掲げる請求等に係る申請書類は，引受配達記録郵

便等により，管轄商業登記所に送付する。ただし 便等により，管轄商業登記所に送付する。なお，

，法務局又は地方法務局の長の定めるところによ 管轄商業登記所以外の登記所に電子証明書の再発
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り，当該取扱いを行った登記所において保管する 行の請求があった場合には，請求を受けた登記所

こととして差し支えない。 においては，受付処理及び本人確認（登記情報シ

ステムにおける申請情報入力及び印鑑の照合）ま

でを行った上で，ファクシミリ又は法務局通信ネ

ットワーク（以下「ファクシミリ等」という。）

により，申請書類の写し又はＰＤＦ化した電子フ

ァイル（以下「写し等」という。）を管轄商業登

記所に送信し，その送信を受けた管轄商業登記所

においては，保存されている電磁的記録を用いて

，電子証明書の再発行手続を行った後，当該請求

を受けた登記所に手続が終了した旨を連絡する。

再発行された電子証明書に係る申請人への告知に

ついては，当該請求を受けた登記所において，電

子証明書発行確認票を出力し申請人に交付して行

う。

備考 表中の［ ］の記載及び対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した傍線は注記である。



法 務 局 長 殿

地方法務局長 殿

法 務 省民商第1 6号

令 和 3 年 1 月 2 9 日

法務省民事局長

（公印省略）

「休眠会社及び休眠一 般法人整理等作業実施要領」 の一部改正について

（通達）

商業登記規則等の 一部を改正する省令（令和3年法務省令第2号）の施行に

伴い， 「 休眠会社及び休眠一 般法人整理等作業実施要領」（平成 2 7 年 9 月 7

日付け法務省民商第 1 0 4号当職通達）の 一部を下記のとおり改正し， 本年 2

月1 5日から実施することとしたので， この旨貴管下登記官に周知方お取り計

らい願います。

記

次の表により， 改正前欄に掲げる規定の傍線（下線を含む。 以下同じ。）を

付し又は破線で囲んだ部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線

を付し又は破線で囲んだ部分のように改め， 改正前欄及び改正後欄に対応して

掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）は，

改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し， 改正前

欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは，

これを削る。

y.hashino
四角形
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改 正 後 改 正 前

第１ 休眠会社等の整理 第１ 休眠会社等の整理

［１・２ 略］ ［１・２ 同左］

３ 休眠整理作業の実施手順 ３ 休眠整理作業の実施手順

［(1)～(3) 略］ ［(1)～(3) 同左］

(4) 事業を廃止していない旨の届出等 (4) 事業を廃止していない旨の届出等

ア ［略］ ア ［同左］

イ 届出が次の(ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当 イ 届出が次の(ｱ)から(ｵ)までのいずれかに該当

する場合には，適式な届出とは認められない（ する場合には，適式な届出とは認められない（

会社法施行規則第１３９条，一般社団法人及び 会社法施行規則第１３９条，一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律施行規則第５７条， 一般財団法人に関する法律施行規則第５７条，

第６５条参照）。この場合においては，当該届 第６５条参照）。この場合においては，当該届

出書に，その旨を記載する。 出書に，その旨を記載する。

［(ｱ)～(ｳ) 略］ ［(ｱ)～(ｳ) 同左］

［(ｴ)を削る。］ (ｴ) 届出書又は代理人の権限を証する書面に押

された代表者の印鑑が，登記所に提出された

印鑑と異なるとき（(3)アの通知書を提出して

届出がされた場合を除く。会社法施行規則第
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１３９条第４項，一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律施行規則第５７条第４項，

第６５条第４項参照）。

(ｴ) ［略］ (ｵ) ［同左］

ウ イの(ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する届 ウ イの(ｱ)から(ｵ)までのいずれかに該当する届

出については，適宜その旨を別紙第３の様式の 出については，適宜その旨を別紙第３の様式の

通知書をもって届出人に通知する。この通知書 通知書をもって届出人に通知する。この通知書

の通知番号欄には，(2)アの整理対象休眠会社等 の通知番号欄には，(2)アの整理対象休眠会社等

一覧に付した整理番号を記載する。 一覧に付した整理番号を記載する。

［エ・オ 略］ ［エ・オ 同左］

［(5)・(6) 略］ ［(5)・(6) 同左］

(7) 電子証明書の失効通知 (7) 電子証明書の失効通知

(5)アの解散の登記をした休眠会社又は休眠一般 (5)アの解散の登記をした休眠会社又は休眠一般

法人について，電子証明書が発行されているとき 法人について，電子証明書が発行されているとき

は，平成１２年９月２９日付け民四第２２７４号 は，平成１２年９月２９日付け民四第２２７４号

当職通達第１の６(2)に定める取扱いに準じて， 当職通達第１の７(2)に定める取扱いに準じて，直

直ちに電子認証登記所に通知する。 ちに電子認証登記所に通知する。

［(8)～(10) 略］ ［(8)～(10) 同左］

第２ ［略］ 第２ ［同左］
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fuji
長方形
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備考 表中の［ ］の記載及び対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した傍線は注記である。

fuji
長方形

fuji
長方形
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